
有効求人倍率は、求人数の増加とともに平成22年度以降上昇を続けている。

秋田県の人手不足の状況について 資料３
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新規高校卒業者の県内求人倍率はH4.3月以来の高水準だが、求人数・県内就
職希望者数は1/3になっている。また、求人数はH23.3月卒以降増加しているが

県内就職希望者数は緩やかに減少しており、生徒数の減少が県内就職率の上
昇によって補われている。

65歳以上の新規求職者は、全体が減少傾向の中で増加を続けている。
70才以上まで働ける企業割合は26年度以降全国1位だが、有業率は低い。

新規高校卒業者の
県内求人倍率の状況

年齢別新規求職者数の推移

生産年齢人口における有業者の割合 育児をしている女性の有業者の割合

「非正規の職員・従業員」のうち、その雇用
形態とした理由を「正規の職員・従業員の
仕事がないから」とした割合

生産年齢人口（15～64才）における有業者の割合、育児をしている女性の有業者
の割合は、ほぼ同率で高い水準にあるが、管理的職業従事者の女性比率は低い。

秋田 77.8%(7位)

全国 76.0%
（H29.10.1現在）

秋田 77.9%(6位)

全国 64.2%
（H29.10.1現在）

秋田 27.3%(42位)

全国 32.9%
（H29.10.1現在）

秋田 16.8%(2位)

全国 12.6%
（H29.10.1現在）

若年者（15～34才）における非正規の職員・従業員の割合は低いが、正規の職員・
従業員の雇用創出が求められている。

■平成31年度の施策の方向性
・ＳＮＳを活用した魅力発信等による県内企業の採用力強化への支援
・様々な人材が活躍できる職場づくり
・成長分野における専門人材の確保の促進
・就職につながる将来の人材の育成
・県内回帰の促進
・新たな在留資格の創設など国の動向を踏まえた外国人材の受入0.0
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70才以上まで働ける企業割合

（以上、秋田労働局調べ）

（以上、総務省調べ）

1.41

0.32

1.51
1.36

2.842.84

県内就職希望者数(就職希望者数)

H22.3月卒 1,631人(2,790人)

H31.3月卒 1,554人(2,214人)

県内求人数 4,419人
県内就職希望者数 1,554人

4,499人

2,149人

秋田 13.7%(44位)

全国 17.1%

秋田 33.7%(1位)

全国 22.6%

希望者全員が65才以上
まで働ける企業の割合

（29年度）
秋田 81.6%(7位)

全国 75.6%

●同調査における管理的
職業従事者の女性比率
秋田 12.0%(40位)

全国 14.8%

●その他の選択肢
家計の補助・学費等を得たいから
20.7%(29位)(全国20.3%)

自分の都合のよい時間に働きたいから
20.5%(44位)(全国27.8%)

家事・育児・介護等と両立しやすいから
11.0%(30位)(全国10.8%)

専門的な技能等を生かせるから
8.3%(3位)(全国7.3%)

若年者における非正規の職員・従業員の割合

（人）
（％）

（年度） （年度）

（8月末現在）


